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鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

答申書（案）の構成

項目 答申書(案) 主な内容

1 中間検証

（１）投資目標の達成度 1～2ページ 耐震化率（基幹管路，送水場，配水池）

（２）財源目標の達成度 2ページ １人当たり企業債残高，資金残高

（３）料金収入 2ページ 料金収入分析

2 審議会での検討事項及び意見

（１）投資計画の見直し 2～3ページ 施設整備の優先順位の見直し

（２）財源目標の見直し 4ページ １人当たり企業債残高の見直し

（３）水道料金について 4～5ページ 料金水準の検証

（４）経営改善に向けた取組について 5ページ 広域化等の推進、民間活用等

答申書（案）＜水道事業＞は、第1回～第3回の審議会の内容に基づき、次の構成となっています。
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鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

１ 中間検証
（１） 投資目標の達成度

管路については、大規模災害等の非常時における水の安定供給を図るために、老朽化が進み耐震化が不十分な基幹
管路を優先的に更新していく計画であり、令和８年度末までに基幹管路の耐震化率を49％にすることを目標としている。
令和２年度末時点での基幹管路の耐震化率は40.9％であり、各年度の計画値をおおむね達成しており、順調に進捗し
ていることが確認できた。

施設については、耐震性能が不足している配水池等から優先して更新（耐震化）する計画であり、令和８年度末までに
送水場の耐震化率を84％に、配水池の耐震化率を96％にすることを目標としている。令和２年度末時点での送水場の
耐震化率は78.8％、配水池の耐震化率は60.4％であり、経営戦略の計画どおりに進捗していることが確認できた。

投資目標としては、2026年度末（令和8年度末）までに基幹管路の耐震化率を49％に、送水場の耐震
化率を84％に、配水池の耐震化率を96％にすることをそれぞれ設定（経営戦略24ページ）し、いずれ
も各年度の目標をおおむね達成して推移しています。

【答申書（案）1～2ページ】

【投資目標と実績の推移】（第2回審議会）
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鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

１ 中間検証
（２） 財源目標の達成度

大規模災害発生時でも事業を継続することができるよう、維持管理費や企業債の元利償還金等、恒常的に発生する６
か月分の支出額（約15億円以上）の確保を図ることとするほか、１人当たり企業債残高を経営戦略策定時の水準
（72,000円/人）以下に抑制することを目標としている。

令和２年度末の資金残高は約29億円であり、各年度目標値を上回っており目標が達成できている。しかし、その一方で
令和２年度末の１人当たり企業債残高は73,500円となっており、各年度目標値を上回っている状況にある。主な要因と
しては、平成29年度からの住吉配水池更新工事の支払のために経営戦略の計画より多く企業債を発行したことによるも
のである。

財源目標としては、一事業年度に必要な資金残高（約15億円以上）の確保と１人当たり企業債残高を
経営戦略策定時の水準（72,000円）以下に抑制することとしており（経営戦略32ページ）、資金残高は
各年度の目標を上回って推移していますが、１人当たり企業債残高については、目標達成に向けて改

善が必要な状態です。

【答申書（案）2ページ】

（単位：千円）

【財源目標と実績の推移】（第2回審議会）
（単位：百万円）
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１人当たり企業債残高



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

１ 中間検証
（３） 料金収入

平成30年４月の料金改定により、平成30年度以降は料金収入が増加しているものの、経営戦略の計画値を下回って
推移している。主な要因としては、世帯の少人数化の進行などにより１世帯当たりの有収水量が減少し、従量料金が低
く設定されている1～50㎥の水量区分が想定より増えたことによるものである。

2018年（平成30年）4月に料金改定を行い、料金収入は増加しているものの、世帯の少人数化の進行
などにより１世帯当たりの有収水量が減少し、経営戦略の計画値を下回って推移しています。

【答申書（案）2ページ】

料金改定

74.2%
75.4%

76.4%

74.7%

72.0%
73.0%
74.0%
75.0%
76.0%
77.0%
78.0%

調定件数（1～50㎥）

[参考]従量料金（家庭用・税抜き）

水量（㎥） 料金（円） 水量（㎥） 料金（円）
1～5 10
6～10 65

11～20 110 11～20 120
21～30 150 21～30 165
31～50 170 31～50 185
51～100 190 51～100 210
101以上 205 101以上 225

1～10 60

2017 2018～

【料金収入の分析】（第2回審議会）

（単位：百万円）
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鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

２ 審議会での検討事項及び意見
（１）投資計画の見直し
ア 事務局が提示した内容（投資計画の見直しの必要性）

高塚配水池の当初の更新計画では、更新予定地に存在する古墳を取り壊して発掘調査を行った後に施設を建設する

予定であったが、令和２年度に鈴鹿市文化財調査会からの答申を受けた鈴鹿市教育委員会から古墳の墳丘の保存を

図るよう意見が出された。また、平野送水場の水質改善が必要となるなど、投資計画の見直しが必要となり、次の順の

とおり施設整備の優先順位の見直しを検討する。

当初の更新計画で更新工事を予定していた高塚配水池について、鈴鹿市文化財調査会からの答申を

受けた鈴鹿市教育委員会から古墳の墳丘の保存を図るように意見が出されたことや、平野送水場の水

質改善の必要性が高まったことから、施設整備の投資計画の見直しを行うことを提示しました。

【答申書（案）2～3ページ】

×
平野送水場

除鉄・除マンガン設備の設置を優先的に検討

河田送水場
実施を優先的に検討
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【当初の投資計画】（第3回審議会）

×
（※1）2017年度～2020年度は実績値
（※2）2021年度～2036年度は計画値



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

２ 審議会での検討事項及び意見
（１）投資計画の見直し
ア 事務局が提示した内容（①平野送水場）

① 平野送水場

濁り水の原因となるマンガンの含有量が近年増加傾向にあり、他の送水系統に比べて濁り水が多く発生しており、水
質改善が急務となっている。そのため、平野送水場に除鉄・除マンガン設備（濁り水の発生原因となる成分を除去する
設備）の設置を優先する必要がある。

平野送水場は、濁り水の原因となるマンガンの含有量が近年増加傾向にあり、他の送水場と比較して相

対的に含有量が多いため、水質改善のための設備の設置を優先して進めていくことを提示しました。

【答申書（案）3ページ】

【送水場におけるマンガン含有量の推移】（第3回審議会）
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【設備を設置した施設の含有量の推移】（第3回審議会）

（※）2010年1月～2013年3月は、施設更新工事による休止期間



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

② 河田送水場

施設の老朽化に加えて、水源井の能力低下が進んでおり、施設の更新等が必要な状況である。しかし、近隣の平田

送水場からの送水量や、三重県企業庁からの受水量を増やすことで配水が可能な状況である。

河田送水場は、施設の老朽化に加えて水源井の能力低下が進んでいることから、施設の更新等が必

要であること、ただし、水源能力が低下した場合でも、平田送水場からの送水量や三重県企業庁による

北中勢水道用水供給事業からの受水量を増やすことで配水が可能なことを提示しました。

【答申書（案）3ページ】

【取水量の変化】（第3回審議会）
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２ 審議会での検討事項及び意見
（１）投資計画の見直し
ア 事務局が提示した内容（②河田送水場）

（※）取水量の低下により河田5
号水源は2021年7月末で廃止。



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

③ 広瀬送水場・高塚配水池・高塚中継施設

老朽化が進んでおり、施設の更新等が必要であるものの、施設が停止した場合でも、隣接する椿一宮配水ブロックか

ら配水が可能な状況である。

広瀬送水場・高塚配水池・高塚中継施設も、老朽化が進んでおり、施設の更新等が必要であるものの、

いずれかの施設が停止した場合でも、椿一宮配水ブロックから配水することが可能であることを提示し

ました。

【答申書（案）3ページ】

【鈴鹿市上水道配水ブロック図】（第3回審議会）
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２ 審議会での検討事項及び意見
（１）投資計画の見直し
ア 事務局が提示した内容（③広瀬送水場・高塚配水池・高塚中継施設）



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

②（河田送水場）及び③（広瀬送水場・高塚配水池・高塚中継施設）の更新については、将来の水需要を検証し、過剰

な施設投資とならないよう、施設規模の適正化（ダウンサイジング）や送水場・配水池自体の統廃合、三重県企業庁か

らの受水の活用等を今後具体的に検討していく。

過剰な施設投資にならないように施設規模の適正化（ダウンサイジング等）を具体的に検討することを

踏まえ、見直し後の投資計画を提示しました。

【答申書（案）3ページ】

【見直し後の投資計画】 （第3回審議会）
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２ 審議会での検討事項及び意見
（１）投資計画の見直し
ア 事務局が提示した内容（見直し後の投資計画）

（※1）2017年度～2020年度は実績値
（※2）2021年度～2036年度は計画値
（※3）投資費用は、2019年10月からの
増税分を反映させた数値



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

経営戦略策定時から各施設の状況が変化してきており、施設整備の優先順位を見直すことに関して理解できた。市民
生活の基本となる安全安心な水道水の供給のため、濁り水の対策に重点を置いており合理性がある。また、優先順位
を見直した場合でもバックアップ体制がとられていることも確認できた。

なお、投資計画の立案の際には実現性を高めるために、事前の調査や代替案の準備などに努められたい。また、必要
となる財源の確保に努め、投資と財源のバランスをとりながら投資計画を立案する必要がある。

第３回で提示した見直し後の投資計画の内容について審議いただき、投資計画の立案時には事前調

査や代替案の準備に努めることや、投資と財源のバランスをとりながら投資計画を立案する必要がある

との意見がありました。

【答申書（案）3ページ】
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２ 審議会での検討事項及び意見
（１）投資計画の見直し
イ 審議会からの意見



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

１人当たり企業債残高は、令和３年度末には経営戦略の目標値の72,000円以下を達成する見通しではあるが、近隣市
と比較すると依然として高い水準にあり、将来世代に過度の負担を残さないよう自己資金を活用して起債を抑制し、令

和８年度末の目標値を58,000円に見直すことを検討する。

財源目標である、１人当たり企業債残高については、当初目標を達成見込みであるものの、近隣市

と比較して以前として高い水準であることから、2026年度末（令和8年度末）に58,000千円/人とする
ように目標値を見直すことを提示しました。

【答申書（案）4ページ】

【１人当たり企業債残高の比較】（第3回審議会）
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【１人当たり企業債残高の今後の見通し】（第3回審議会）

２ 審議会での検討事項及び意見
（2）財源目標の見直し
ア 事務局が提示した内容（１人当たり企業債残高）

１人当たり企業債残高（2019年度） １人当たり企業債残高



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

今後は起債を抑制しながら必要な投資を行うため資金残高が減少傾向となる見込みであるが、一事業年度に必要とな

る約15億円以上の運転資金を確保していく。

【答申書（案）4ページ】

今後は自己資金を活用し起債を抑制しながら必要な投資を行うため、減少傾向となるものの、当初

目標である約15億円以上を確保するといった目標を達成する見込みであることを提示しました。

【資金残高の今後の見通し】（第3回審議会）
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２ 審議会での検討事項及び意見
（2）財源目標の見直し
ア 事務局が提示した内容（資金残高）



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

企業債を多く借り入れたことにより、１人当たり企業債残高が増え、資金残高が目標値を大きく上回っており、運転資金

が過剰となるなど課題が残った。今後は起債を抑制しつつ、合理的な資金の確保と計画的な資金運用に努められたい。

また、経営戦略では約15億円以上を確保することとされているが、物価の高騰等、社会情勢の変化に合わせて確保す
る資金の見直しも必要である。

第２回、第３回の現状分析や今後の財源目標の見通しについて審議いただき、企業債の借り
入れにより資金残高が過剰となっていることを課題としてご意見を頂きました。また、財源目標
である、資金残高約15億円以上については、社会情勢の変化に合わせて確保する資金の見
直しも必要であるとの意見がありました。

【答申書（案）4ページ】
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２ 審議会での検討事項及び意見
（2）財源目標の見直し
イ 審議会からの意見



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

前回の答申を受けて実施した平成30年４月の料金改定により、資金不足を解消し、必要となる投資財源や運転資金を
確保するなど経営改善を図ることができたが、大規模災害などの非常時における水の安定供給のためには継続的な投
資が必要となる。

今後の投資試算及び財源試算では、人口減少社会の到来等により水道事業を取り巻く経営環境が厳しさを増すことを
見据え、起債を抑制しつつ今後の投資に必要となる自己資金を確保できる見通しであることから、現在の料金水準の維
持が妥当であると考える。

2018年度（平成30年度）の料金改定により経営の安定化に繋がりましたが、基幹管路の更新等の継続
的な投資に対する自己資金の確保が重要であり、現在の料金水準が適切であると考えていること、料

金水準の妥当性については今後も継続的に検討していくことを提示しました。

【答申書（案）4ページ】

【（参考）2018年度料金改定の概要】（第3回審議会）
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２ 審議会での検討事項及び意見
（3）水道料金
ア 事務局が提示した内容



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

平成30年４月の料金改定の際には、少量使用者や一般使用者への影響を少なくするなどの配慮が必要ということで、
水量区分の細分化を行っている。しかし、世帯の少人数化の進行などにより１世帯当たりの有収水量が減少しており、
従量料金が低く設定されている１～50㎥の水量区分の件数が想定より増えたことにより計画値を下回る結果となった。

今後、健全な経営を中長期的に維持できないと見込まれるときには、料金水準の妥当性を適宜検討する必要があり、
料金の見直しを行う際には、水量区分の変動も見据えた従量料金の設定が重要と考える。

第２回、第３回審議会で、水道料金の料金改定による分析結果や今後の投資試算及び財源試算の内

容について審議いただき、料金水準の妥当性について適宜検討する必要性や、料金の見直しを行う際

には、水量区分の変動も見据えた従量料金の設定が重要である等の意見がありました。

【答申書（案）4～5ページ】
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２ 審議会での検討事項及び意見
（3）水道料金
イ 審議会の意見



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

人口減少に伴う水需要の減少、水道施設の老朽化及び耐震化に伴う更新費用の増大、深刻化する人材不足等といっ

た様々な課題を抱えており、経営環境が更に厳しさを増すことが予測され、持続可能な水道事業経営に向けた取組が

求められている。

様々な経営課題を抱えており、経営環境がさらに厳しさを増すことが想定され、持続可能な水道事業経

営に向けた取組が求められてます。

【答申書（案）5ページ】

経営課題

 水道事業を取り巻く経営環境の変化

• 人口減少、水需要減少に伴う料金収入の減少
• 施設等の老朽化・耐震化に伴う更新費用の増大
• 技術継承の問題（必要な人材の確保・育成の困難）等

 法律の改正
• 2018年6月閣議決定 経済財政運営と改革の基本方針2018（骨太の方針）
• 2019年1月総務省事務連絡 水道事業の持続的な経営の確保のための方針
• 2019年10月施行 水道法改正

持続的経営を確保するため、抜本的改革の検討が必要

【経営改善に向けた取組】（第3回審議会）

 経営環境がさらに厳しさを増すことが予測
 将来にわたる市民サービスの確保が困難となることが懸念

 広域化等の推進

・ 施設の共同設置
・ 施設管理の共同化
・ 管理の一体化等

 民間活用
・ 包括的民間委託
・ 指定管理者制度

・ PPP/PFI方式

●施設の効率的運用
●事業費・維持管理費の削減
●組織体制の強化（人材の確保）
●他団体との知識・ノウハウの共有等

●業務の効率化
●事業費・維持管理費の削減
●組織体制の強化（人材の補完）
●民間の技術・ノウハウの共有等
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２ 審議会での検討事項及び意見
（4）経営改善に向けた取組について
ア 事務局が提示した内容（経営課題と今後の取組）



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

令和４年度には、三重県が「水道広域化推進プラン」の策定を予定しており、水道メーターの共同購入や料金徴収・検

針業務等の広域化といった様々な取組について三重県や県内市町と具体的な検討を進めており、また、維持管理の

包括業務委託といった民間活用の導入についても検討し、効率的な事業運営に努める。

今後は、他市等の事例や国が公表している先進・優良事例集等を参考に、引き続き経営改善に向けた

取組を検討・実施することを提示しました。

【答申書（案）5ページ】

【他市の事例】（第3回審議会）
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２ 審議会での検討事項及び意見
（4）経営改善に向けた取組について
ア 事務局が提示した内容（他市の事例）



鈴鹿市上下水道事業に関する答申（案）＜水道事業＞

国が広域連携や官民連携といった経営基盤の強化を推進しており、広域化や民間活用による効果の検証や業務の共
同化の可能性について積極的に検討されたい。

第３回審議会で事務局が提示した経営改善に向けた取組の内容について審議いただき、広域化や民

間活用による効果の検証や業務の共同化について積極的に検討すること等の意見がありました。

【答申書（案）5ページ】
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２ 審議会での検討事項及び意見
（4）経営改善に向けた取組について
イ 審議会からの意見


